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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次  
第42期
第２四半期
連結累計期間

第43期
第２四半期
連結累計期間

第42期

会計期間  
自　平成25年４月１日

至　平成25年９月30日

自　平成26年４月１日

至　平成26年９月30日

自　平成25年４月１日

至　平成26年３月31日

売上高 （千円）  2,758,714 2,891,875 5,632,199

経常利益 （千円）  323,173 325,669 757,423

四半期（当期）純利益 （千円）  178,383 185,896 409,152

四半期包括利益又は包括利益 （千円）  207,905 148,182 450,568

純資産額 （千円）  3,755,023 4,024,573 3,983,539

総資産額 （千円）  6,139,801 7,075,447 6,534,447

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円）  32.61 33.17 74.55

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円）  30.77 32.04 70.79

自己資本比率 （％）  61.2 56.9 61.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円）  349,405 348,216 716,295

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円）  67,433 △248,271 59,536

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円）  △88,758 198,390 △122,235

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（千円）  4,407,577 5,031,427 4,733,092
 

 

回次
第42期
第２四半期
連結会計期間

第43期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 13.28 11.02
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1)　業績の状況

当第２四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高2,891百万円（前年同四半期比4.8％増）、経常利

益325百万円（前年同四半期比0.8％増）、四半期純利益185百万円（前年同四半期比4.2％増）となりました。

当第２四半期連結会計期間末における従業員数は、幼児体育指導関連事業で468人、コンサルティング関連事業で５

人、全社共通で27人、グループ全体で500人（前年同四半期比1.6％増）となりました。前第２四半期連結会計期間末に

おける従業員数は、幼児体育指導関連事業で467人、コンサルティング関連事業で６人、全社共通で19人、グループ全

体で492人でした。

当第２四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益は33円17銭、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は32円04

銭となりました。前第２四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益は32円61銭、前連結会計年度における１株当た

り当期純利益は74円55銭です。

当第２四半期連結累計期間における年率換算した自己資本利益率は9.3％となっております。前連結会計年度におけ

る自己資本利益率は10.8％でした。

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①幼児体育指導関連事業

正課体育指導の実施会場数は前連結会計年度末の934園から34園増加し、当第２四半期連結会計期間末は968園となり

ました。

　また当第２四半期連結会計期間末における課外体育指導の実施会場数及び会員数は、967カ所55,785名となりまし

た。前連結会計年度末における課外体育指導の実施会場数及び会員数は、915カ所54,318名です。課外体育指導の会員

数は、前連結会計年度末の会員数に対して2.7％増となっております。

　これらの結果、幼児体育指導関連業務に係る売上高は、2,701百万円（前年同四半期比4.9％増）、セグメント利益は

280百万円（前年同四半期比1.8％減）となりました。

 

②コンサルティング関連事業

コンサルティング契約件数は、前連結会計年度末の288件から、当第２四半期連結会計期間末は270件となりました。

これらの結果、コンサルティング関連業務に係る売上高は、190百万円（前年同四半期比3.4％増）、セグメント利益

は40百万円（前年同四半期比46.2％増）となりました。
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(2)　財政状態の分析

（資産）

当第２四半期連結会計期間末における総資産残高は7,075百万円となっており、前連結会計年度末に対して541百万円

の増加となりました。

流動資産残高については、現預金及び有価証券残高の合計が、前連結会計年度末に対して498百万円の増加となりま

した。また繰延税金資産の残高が、前連結会計年度末に対して18百万円の増加となりました。その結果流動資産残高

は、前連結会計年度末に対して508百万円の増加となりました。　

固定資産は前連結会計年度末に対して、有形固定資産が12百万円増加し、無形固定資産が２百万円減少、投資その他

の資産が23百万円増加しております。

　有形固定資産が前連結会計年度末に対して12百万円増加している要因は、パソコン等設備投資により38百万円増加

し、旧事業所等の売却及び減価償却により26百万円減少しているためです。　　　　　　　　　　　　　　　　

　投資その他の資産が前連結会計年度末に対して23百万円増加している要因は、投資有価証券の時価評価額の減少66百

万円、繰延税金資産の増加81百万円によるものです。

　その結果固定資産残高は、前連結会計年度末に対して32百万円の増加となりました。　　

（負債）

当第２四半期連結会計期間末における負債残高は3,050百万円となっており、前連結会計年度末に対して499百万円の

増加となりました。増加の要因は、前連結会計年度末に対して、未払法人税等が34百万円、未払債務（買掛金、未払

金、未払費用の合計）が69百万円それぞれ減少し、社債が270百万円、賞与引当金が57百万円、前受金が92百万円、退

職給付に係る負債が167百万円、それぞれ増加したためです。

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末における純資産残高は、4,024百万円となり、前連結会計年度末に対して41百万円の増

加となりました。増加の要因は主として、利益剰余金が、四半期純利益の計上により185百万円増加したものの、退職

給付債務および勤務費用の計算方法の変更及び配当金の支払いのため110百万円減少し、またその他有価証券評価差額

金が、投資有価証券の時価の下落により43百万円減少したためです。

 

(3)　キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前第２四半期連結累計期

間末より623百万円増加し、5,031百万円（前年同四半期比14.2％増）となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における営業活動の結果得られたキャッシュ・フローは、348百万円の収入となりました

（前年同四半期は349百万円の収入）。これは営業利益323百万円、減価償却費31百万円、運転資本の変動95百万円、運

転資本以外の資産及び負債項目の変動112百万円、税金等の支出216百万円等に因るものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における投資活動の結果使用したキャッシュ・フローは、248百万円の支出となりました

（前年同四半期は67百万円の収入）。これは定期預金の設定による支出200百万円、システム開発等に伴う設備投資52

百万円の支出等に因るものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における財務活動の結果得られたキャッシュ・フローは、198百万円の収入となりました

（前年同四半期は88百万円の支出）。これは、社債の発行に伴う収入300百万円、長期借入金の返済及び社債の償還に

よる支出66百万円、配当金の支払いによる支出39百万円等に因るものです。
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(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき事業上及び財務上の課題について、重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

 

(5)　研究開発活動

該当事項はありません。

 

(6)　連結業績予想に関する定性的情報

平成27年３月期の連結業績予想については、以下に示すとおりです。平成26年４月30日に公表した数値と変更はあり

ません。

 

平成27年３月期の連結業績予想 (平成26年４月１日～平成27年３月31日)

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

 百万円 百万円 百万円 百万円 円　 　銭

通期 5,800 760 760 430 76  82

（参考）前期実績
5,632 736 757 409 74  55

（平成26年３月期）
 　
 

(7)　設備投資計画

設備の新設に係る計画は、以下のとおりであります。

 

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

投資予定額

着手年月
完了予定
年月総額

(千円)
既支払額
(千円)

提出会社 本社(東京都品川区) 全社共通 給与システム 5,000 －
平成26年
11月

平成26年
12月

 

(注)１　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　　２　投資予定金額については、自己資金を充当する予定です。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000
 

 

 
 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成26年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年10月31日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,608,000 5,608,000

東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株
であります。

計 5,608,000 5,608,000 － －
 

 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

　平成26年７月１日～
　平成26年９月30日     

２ 5,608 350 465,960 350 317,877

 

(注)　新株予約権(ストック・オプション)の権利行使による増加であります。

 

(6) 【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

山下　孝一 東京都品川区 2,040,767 36.39

山下　明子 東京都品川区 1,452,921 25.91

コスモ従業員持株会 東京都品川区西五反田二丁目11番17号 466,100 8.31

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 136,200 2.43

藍澤證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目20番３号 104,000 1.85

東京中小企業投資育成株式会社 東京都渋谷区渋谷三丁目29番22号 100,000 1.78

広田　照彰 千葉県松戸市 98,577 1.76

コスモ共栄会 東京都品川区西五反田二丁目11番17号 62,600 1.12

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 56,000 1.00

川口　弘之 埼玉県さいたま市浦和区 54,996 0.98

計 － 4,572,161 81.53
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　　平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

普通株式

 

500
― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

 
 

5,606,100
56,061 単元株式数は100株

単元未満株式
普通株式

 
 

1,400
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  5,608,000 ― ―

総株主の議決権 ― 56,061 ―
 

 

② 【自己株式等】

　　平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)

幼児活動研究会株式会社
東京都品川区西五反田
二丁目11番17号

500 ― 500 0.01

計 ― 500 ― 500 0.01
 

 

２ 【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号。)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,330,395 3,828,392

  売掛金 161,153 149,596

  有価証券 1,402,697 1,403,034

  商品 2,886 3,158

  貯蔵品 8,521 2,731

  繰延税金資産 87,885 106,208

  その他 47,566 55,668

  貸倒引当金 △1,731 △1,307

  流動資産合計 5,039,373 5,547,482

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 89,487 86,464

   工具、器具及び備品（純額） 36,725 56,484

   土地 254,339 249,634

   有形固定資産合計 380,552 392,584

  無形固定資産 116,932 114,755

  投資その他の資産   

   投資有価証券 243,540 176,550

   保険積立金 295,682 305,408

   繰延税金資産 310,099 391,546

   投資不動産（純額） 85,648 85,648

   その他 62,617 61,472

   投資その他の資産合計 997,588 1,020,625

  固定資産合計 1,495,073 1,527,965

 資産合計 6,534,447 7,075,447

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 108,032 93,282

  1年内返済予定の長期借入金 66,000 30,000

  1年内償還予定の社債 60,000 60,000

  未払金 139,839 86,476

  未払費用 40,599 39,619

  未払法人税等 224,525 190,171

  前受金 239,683 332,436

  賞与引当金 174,044 231,626

  その他 81,066 129,023

  流動負債合計 1,133,789 1,192,635
 

EDINET提出書類

幼児活動研究会株式会社(E05691)

四半期報告書

10/21



 

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

 固定負債   

  社債 120,000 390,000

  役員退職慰労引当金 269,099 272,701

  退職給付に係る負債 1,028,018 1,195,537

  固定負債合計 1,417,117 1,858,238

 負債合計 2,550,907 3,050,873

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 464,210 465,960

  資本剰余金 316,127 317,877

  利益剰余金 3,131,557 3,206,805

  自己株式 △241 △241

  株主資本合計 3,911,653 3,990,400

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 118,632 75,518

  退職給付に係る調整累計額 △46,746 △41,345

  その他の包括利益累計額合計 71,886 34,172

 純資産合計 3,983,539 4,024,573

負債純資産合計 6,534,447 7,075,447
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 2,758,714 2,891,875

売上原価 1,955,611 2,079,436

売上総利益 803,103 812,439

販売費及び一般管理費 ※1  487,636 ※1  489,178

営業利益 315,466 323,260

営業外収益   

 受取利息 149 174

 受取配当金 4,755 7,024

 受取手数料 3,871 2,988

 その他 1,399 1,548

 営業外収益合計 10,176 11,735

営業外費用   

 支払利息 1,717 1,889

 社債発行費 - 6,774

 その他 751 662

 営業外費用合計 2,469 9,326

経常利益 323,173 325,669

特別利益   

 固定資産売却益 - 1,982

 特別利益合計 - 1,982

税金等調整前四半期純利益 323,173 327,652

法人税、住民税及び事業税 141,878 181,065

法人税等調整額 2,911 △39,309

法人税等合計 144,790 141,755

少数株主損益調整前四半期純利益 178,383 185,896

四半期純利益 178,383 185,896
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 178,383 185,896

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 29,521 △43,114

 退職給付に係る調整額 - 5,400

 その他の包括利益合計 29,521 △37,713

四半期包括利益 207,905 148,182

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 207,905 148,182

 少数株主に係る四半期包括利益 - -
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 323,173 327,652

 減価償却費 30,669 31,168

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 291 △423

 受取利息及び受取配当金 △4,905 △7,198

 支払利息 1,717 1,889

 固定資産売却損益（△は益） - △1,982

 売上債権の増減額（△は増加） 20,973 11,556

 商品の増減額（△は増加） 349 △271

 貯蔵品の増減額（△は増加） 11 5,789

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △1,057 △8,155

 仕入債務の増減額（△は減少） △32,553 △14,749

 賞与引当金の増減額（△は減少） △26,819 57,582

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 10,216 3,602

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 56,698 -

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） - 64,868

 前受金の増減額（△は減少） 286,801 92,752

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △52,847 △6,503

 その他 1,134 970

 小計 613,854 558,546

 利息及び配当金の受取額 4,946 7,198

 利息の支払額 △1,664 △1,111

 法人税等の支払額 △267,731 △216,416

 営業活動によるキャッシュ・フロー 349,405 348,216

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の純増減額（△は増加） 100,000 △200,000

 有形固定資産の取得による支出 △18,858 △15,106

 有形固定資産の売却による収入 - 13,986

 無形固定資産の取得による支出 △3,789 △37,526

 その他 △9,918 △9,625

 投資活動によるキャッシュ・フロー 67,433 △248,271

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 △36,000 △36,000

 社債の発行による収入 - 300,000

 社債の償還による支出 △30,000 △30,000

 新株予約権の行使による株式の発行による収入 12,600 3,500

 配当金の支払額 △35,358 △39,109

 財務活動によるキャッシュ・フロー △88,758 198,390

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 328,081 298,335

現金及び現金同等物の期首残高 4,079,496 4,733,092

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  4,407,577 ※１  5,031,427
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

 

当第２四半期連結会計期間
(自　平成26年７月１日　至　平成26年９月30日)

該当事項はありません。
 

 

 

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

 
当第２四半期連結累計期間

(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

(1) 連結の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。
 

 

(会計方針の変更等)

 
当第２四半期連結累計期間

(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直しました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が111,041千円増加し、繰延税金資産が

39,575千円増加するとともに、利益剰余金が71,466千円減少しております。

なお、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に対して重要な影響は

ありません。

(会計上の見積りの変更)

該当事項はありません。
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日)

該当事項はありません。
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(四半期連結損益計算書関係)

 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

広告宣伝費 52,958千円 53,634千円

役員報酬 81,588 〃 82,491 〃

従業員給料 48,061 〃 63,330 〃

賞与引当金繰入額 9,403 〃 14,508 〃

退職給付費用 2,904 〃 4,376 〃

役員退職慰労引当金繰入額 10,216 〃 3,602 〃

法定福利費 13,954 〃 17,721 〃

旅費及び交通費 12,865 〃 14,094 〃

地代家賃 57,004 〃 59,061 〃

支払派遣料 18,597 〃 14,247 〃

                          

     
 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

 

現金及び預金 3,005,231千円

有価証券 1,402,345千円

計 4,407,577千円

預入期間が３か月超の定期預金 -　千円

現金及び現金同等物 4,407,577千円
 

 

現金及び預金 3,828,392千円

有価証券 1,403,034千円

計 5,231,427千円

預入期間が３か月超の定期預金 △200,000千円

現金及び現金同等物 5,031,427千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月25日
定時株主総会

普通株式 35,447 26 平成25年３月31日 平成25年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月24日
定時株主総会

普通株式 39,182 ７ 平成26年３月31日 平成26年６月25日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２幼児体育指導

関連事業
コンサルティング
関連事業

計

売上高      

  外部顧客への売上高 2,574,455 184,258 2,758,714 － 2,758,714

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

10,011 21,364 31,375 (31,375) －

計 2,584,466 205,623 2,790,090 (31,375) 2,758,714

セグメント利益 285,332 27,729 313,061 2,404 315,466
 

(注)１.セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去2,404千円が含まれております。　

　　２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２幼児体育指導

関連事業
コンサルティング
関連事業

計

売上高      

  外部顧客への売上高 2,701,265 190,609 2,891,875 － 2,891,875

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

7,124 19,093 26,217 (26,217) －

計 2,708,390 209,702 2,918,093 (26,217) 2,891,875

セグメント利益 280,327 40,532 320,860 2,400 323,260
 

(注)１.セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去2,400千円が含まれております。　

　　２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上

の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 32円61銭 33円17銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額(千円) 178,383 185,896

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 178,383 185,896

   普通株式の期中平均株式数(千株) 5,470 5,604

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 30円77銭 32円04銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益調整額(千円) ― ―

   普通株式増加数(千株) 326 196

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの
概要

― ―

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

平成26年10月31日

幼児活動研究会株式会社

取締役会  御中

 

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員　　
 公認会計士   松   本   保   範   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   木   村   尚   子   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている幼児活動研究会

株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日か

ら平成26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、幼児活動研究会株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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